
武蔵野市の福祉の動き

市の計画 国の法律・計画等 社会の動き等 世界の動き等

1946　旧生活保護法 敗戦後の復興期 1950　朝鮮戦争 1950年

1947　児童福祉法 1947～1949 第1次ベビーブーム

1949　身体障害者福祉法 1952　サンフランシスコ講和条約

1950　生活保護法 1955～1957　神武景気

1950　精神衛生法

1951　社会福祉事業法

1960　精神薄弱者福祉法 1960～1961　岩戸景気 1960年

1963　老人福祉法 1961　国民皆保険・皆年金

1964　母子及び寡婦福祉法

　　　福祉六法体制の確立

1966～1970　いざなぎ景気

1971  1970  障害者基本法 1970　高齢化率7％超 1970年

1971　児童手当法

1973　老人医療無料化 1973　オイルショック

　　　　医療保険高額療養費制度

　　　　年金の物価スライド制

（いわゆる福祉元年） 1975　国際婦人年

1978 第１次国民健康づくり対策 1978　第２次オイルショック

1979　国際児童年

1980　第二臨調設置 1981　国際障害者年 1980年

1981 1982　老人保健法

       (老人医療自己負担導入） 1983～1992 国連障害者の10年

(現役世代の拠出金と公費で負担）

1986 基礎年金制度の導入

1987 社会福祉士及び介護福祉士法 バブル景気

1988 第２次国民健康づくり対策

1989 福祉関係三審議会意見具申

1989～1999　ゴールドプラン

1990　福祉八法改正 1990　統一ドイツ誕生 1990年

1991  湾岸戦争、ソ連邦消滅

1992　　　　　　　　　　　　　　　　   1992

　　　1993　　　　　　　　　　　　　　 1993
1993～2002　アジア太平洋障害
者の10年

1994　高齢化率14％超

1995　精神保健福祉法　 1995　阪神淡路大震災 1995ドイツ介護保険制度実施 1995年

～

1991　バブル崩壊
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成人病予防のための１次予防の推進
栄養・運動・休養の三要素推進

社会福祉事業の範囲
社会福祉法人、福祉事務所など基盤制
度を規定

社会福祉を含む行財政改革を提言

アクティブ８０ヘルスプラ
ン
運動習慣の普及

社会福祉事業の見直し
供給主体のあり方
在宅福祉の充実と施設福祉との連携強化
市町村の役割重視

在宅福祉サービスの積極的推進
福祉サービスを市町村に一元化

 



武蔵野市の福祉の動き

市の計画 国の法律・計画等 社会の動き等 世界の動き等

1996年

1994～1999　エンゼルプラン　　

1996～　社会保障構造改革

1996～2002　障害者プラン

　　　　　　　1998

　 1999年

　　　 2000　　  2000
地方分権一括法施行

2000年

社会福祉法施行

幼児虐待防止法施行

2000～2010　健康日本２１

介護保険法（1997.12）施行

　　　　　　　　　　　　　　　　2001 2001年

老人保健法改正
2002年

健康増進法施行

2002

支援費制度開始
イラン地震 2003年

　     2003 2003 2003
　                       2004
　　　　　　　　　  

新潟県中越大震災 スマトラ島沖地震
2004年

　　　　　　　　　 　　　　　　　　　 2005 2005
発達障害者支援法施行 人口減少社会へ パキスタン地震

2005年

児童福祉法改正 京都議定書発効

結核予防法改正

2005　　　　　　　 　 2005 次世代育成支援対策推進法施行

～1998  山一証券、拓銀経営破たん 1999  国際高齢者年

1994～1999　新ゴールドプラン
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1999年に見直し

生涯を通じる健康づくりの推進
医療保険水準の具体的目標設定
と評価による健康推進

個人を支援する社会環境づくり

 



武蔵野市の福祉の動き

市の計画 国の法律・計画等 社会の動き等 世界の動き等

2006
障害者自立支援法施行 ジャワ島中部地震 2006年

高齢者虐待防止法施行

自殺対策基本法施行

がん対策基本法施行

更生保護法施行

介護保険法改正（2005.6）
（施行は2005.10.1,2006.4.1）

　　　　　　　　　　　　　　　  2006

「高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促
進に関する法律」（バリアフリー法）施行
（2006.12）

児童虐待防止法改正 年金記録漏れ500万件判明 米国でサブプライムローン返済の
延滞率が上昇、金融不安に

2007年

児童福祉法改正 新潟県中越沖地震

結核予防法廃止 民営郵政スタート

予防接種法改正 　

健康増進法改正

高齢者の医療の確保に関する法・長寿医療
制度(後期高齢者医療制度)創設（老人保健
法廃止）

｢特定健診｣｢特定保健指導｣実施 大型サイクロンがミャンマーを直撃 2008年

長寿医療制度始まる 中華人民共和国でマグニチュード
8．0の地震が発生

岩手・宮城内陸地震

　　　　　　　　　 20082008 年越し派遣村

　　　　　　　　　　　    2009 「介護保険法及び老人福祉法の一部を改正
する法律」（2008.5）による介護保険法改正
（2009.5.1施行）

定額給付金制度給付事業 新型インフルエンザ発生

2009年

子ども・若者育成支援推進法施行（2009.7） 裁判員制度開始

行政刷新会議による「事業仕分け」
実施

　　　　　　　　　  　　　　　　   2009 

                      　　　　　　   2010 
子ども手当法施行 日本年金機構発足 ハイチ地震

2010年

地域主権改革 所在不明高齢者問題 チリ地震

児童扶養手当法改正 ギリシャ経済危機

児童福祉法改正（施行は2012.4） 東日本大震災 2011年

障害者自立支援法改正（施行は2012.4）
生活保護受給者全国で200万人突
破

障害者虐待防止法成立（施行は2012.10）

　　　　   　　　　　　　 2011　 　　　　2011
社会保障・税一体改革成案
出入国管理及び難民認定法改正
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武蔵野市の福祉の動き

市の計画 国の法律・計画等 社会の動き等 世界の動き等

　　　　　　　　　2012　　　      　　 2012
子ども手当法終了、児童手当法改正

外国人登録制度の廃止及び新しい
在留管理制度の導入

2012年

子ども・子育て関連３法成立(施行は2015．
4）

児童扶養手当法改正

「介護サービス基盤強化のための介護保険
法等の一部を改正する法律」による介護保
険法改正（2012.4.1他施行）

配偶者からの暴力防止及び被害者の保護
等に関する法律改正（施行は2014.1．3）

公職選挙法の改正により、成年後
見人の選挙権が回復

中国四川省地震 2013年

障害者差別解消法（全体施行は2016．4） スポーツ祭東京2013 フィリピン中部台風被害

生活保護法改正（施行は2014.1・7,2015.4）

生活困窮者自立支援法(施行は2015.4）

災害対策基本法改正

障害者総合支援法施行

　　　　　　　 2014
社会保障制度改革プログラム法制定

                      　　　　　　　　 子どもの貧困対策の推進に関する法律施
行

難病法成立（施行は2015.1)

消費税５％→８％へ
デング熱69年ぶりに国内感染の
確認

エボラ出血熱流行でWHOが緊急
事態宣言

2014年

                2015
　　　　　　　　　※5

児童扶養手当法改正 臨時福祉給付金・子育て世帯臨時
特例給付金

母子及び父子並びに寡婦福祉法改正
（2014.10施行）

関東・東北豪雨 ネパール地震 2015年

臨時福祉給付金・子育て世帯臨
時特例給付金

マイナンバー制度開始

熊本地震 2016年

臨時福祉給付金・年金生活者等
支援臨時福祉給付金（高齢者向
け、障害・遺族年金受給者向け）
臨時福祉給付金（経済対策分）

成年後見制度の利用の促進に関する法律
成立（施行は2016.5）
発達障害者支援法改正（2016.5）
児童扶養手当法改正(2016.8)
児童福祉法改正
再犯の防止等の推進に関する法律成立（施
行は2016.12）
自殺対策基本法改正（2016.4）

「地域における医療及び介護の総合的な
確保を推進するための関係法律の整備
等に関する法律」（医療介護総合確保推
進法）（2014.6）による介護保険法改正
（2015.4.1他施行）
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消費税増税に伴う措置

対象となる疾病が
56→306に拡大

消費税増税に伴う措置

消費税増税に伴う措置

 



武蔵野市の福祉の動き

市の計画 国の法律・計画等 社会の動き等 世界の動き等

障害福祉サービス等報酬改定の実施 九州北部豪雨 2017年

社会福祉法改正
(2017.4、一部は2016.3,2016.4改正）

健康増進法の一部を改正する法律成立
（完全施行は2020.4）

生活保護法改正
(2018.4,2018.10,2020.4,2021.1)

生活困窮者自立支援法改正
（2018.10,2019.4）

児童扶養手当法改正（2018.8）

平成30年７月豪雨
北海道胆振東部地震 2018年

健康増進法の一部を改正する法律成立
（完全施行は2020.4）
幼児教育・保育の無償化の開始
児童扶養手当法改正（2019.9）

新型コロナウイルス感染症を推定
感染症として定める等の政令を制定
（2020.1）

新型コロナウイルス発生
2019年

2018
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武蔵野市の福祉の動き

市の計画 国の法律・計画等 社会の動き等 世界の動き等

社会福祉法改正（2020.6）

子ども・子育て支援法の一部を改正する
法律成立（2020.10）

児童扶養手当法改正（2021.3）
児童福祉法改正（親権者等による体罰の
禁止）

新型コロナウイルス緊急事態宣
言

新型コロナウイルス感染拡大
2020年

障害者差別解消法改正（2021.5）

医療的ケア児及びその家族に対する支
援に関する法律成立（2021.6）

2021年

障害者による情報の取得及び利用並び
に意思疎通に係る施策の推進に関する
法律成立（2022.5）

児童福祉法改正（児童発達支援センター
の機能強化）（2022.6）

児童手当法改正（所得上限限度額の設
定）(2022.10)

総合支援法改正（2022.12）

障害者雇用促進法改正（2022.12）

精神保健福祉法改正（2022.12）

難病法改正（2022.12）

2022～ロシアのウクライナ侵攻
2022年

こども基本法施行

子ども家庭庁設置法（施行は2023.4）

新型コロナウイルス感染症が「５
類感染症」に移行 2023年

　　　2024　 2024　 　 2029   　2024     　2029

2024年

　※１福祉三計画：高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画・障害者計画

　※２福祉総合計画：地域福祉計画、高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画、障害福祉計画

　※３健康福祉総合計画：(地域福祉計画)、健康推進計画、高齢者福祉計画・介護保険事業計画、障害者計画・障害福祉計画

  ※４健康福祉総合計画2012：地域福祉計画、健康推進計画、高齢者福祉計画・介護保険事業計画、障害者計画・障害福祉計画

  ※５武蔵野市高齢者福祉計画・第６期介護保険事業計画、障害者計画・第４期障害福祉計画(2015～2017)

  ※６第３期健康福祉総合計画：地域福祉計画、健康推進計画、食育推進計画、高齢者福祉計画・介護保険事業計画、障害者計画・障害福祉計画

  ※７第４期健康福祉総合計画：地域福祉計画・成年後見制度利用促進基本計画・再犯防止推進計画、高齢者福祉計画・介護保険事業計画、

　　　障害者計画・障害福祉計画・障害児福祉計画、健康推進計画・食育推進計画・自殺総合対策計画
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